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廃止する場合の考え方について



地方議会議員年金制度 【廃止する場合の考え方】

考え方

○ 地方議会議員年金の廃止に伴い、掛金・特別掛金の負担はなくなる。

○ 国会議員互助年金の廃止にならい、現受給者・現会員に対して十分な保障をした上で、廃止すべきではないか。

○ 地方議会議員年金は、既に平成14年・平成18年改正により、国会議員互助年金以上の給付の削減（※）を実施し
ていることから、現状の状態で廃止すべきではないか。

○ 国会議員互助年金にならい、高額所得者に対する支給停止措置を強化すべきではないか。○ 国会議員互助年金にならい、高額所得者に対する支給停止措置を強化す きではないか。

※現会員の給付約３０％削減（50/150→36/150）、既裁定者の給付１０％削減（50/150→45/150）

【地方議会議員年金の廃止の内容（案）】

① 現職議員（在職12年以上）：退職時に、掛金総額の６３％を支給 又は 廃止前の法律による年金を支給

② 現職議員（在職12年未満）：退職時に、掛金総額の廃止前の法律による支給割合で支給（一時金のルールを在職３年未満にも拡大）

③ 既裁定者：年金の支給を継続

○ 廃止をした場合 財源の約６割を占める現役会員の掛金収入がなくなることから 廃止に伴う過去債務の支払いに

留意点

○ 廃止をした場合、財源の約６割を占める現役会員の掛金収入がなくなることから、廃止に伴う過去債務の支払いに
必要な費用の財源を、例えば、現会員の報酬総額に応じて、各地方団体が公費で負担せざるを得ないか。

○ 平成２３年度は統一地方選挙の年にあたり、任期満了により１２年の受給資格を得る者が約５，０００人程度存在
することから、廃止法の施行を平成２３年春とするか。
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地方議会議員年金を廃止する場合の考え方と国会議員互助年金の廃止方法の比較

地方議会議員年金を
廃止する場合の考え方

国会議員互助年金の
廃止方法廃止する場合の考え方 廃止方法

現職議員

受給資格の
ある者

○掛金総額の６３％を退職時に給付
又は

○納付金総額の８０％を退職時に給付
又はある者

・国会議員
；在職10年以上

・地方議員
；在職12年以上

又は
○退職後、廃止前（平成23年6月時点）の法

律による年金を受給
（平成14年改正前に比べ既に３０％削減済）

年金算定基礎率

又は
○退職後、廃止前（平成18年3月時点）の法

律による年金額の１５％削減した年金を
受給

年金算定基礎率※ 年金算定基礎率 50/150 → 36/150 ※ 年金算定基礎率 50/150 → 42.5/150

受給資格の
ない者

・国会議員

○掛金総額の下記の割合で退職時に給付
在職3年未満 ：49/100
在職3年以上４年以下 ：49（50)/100
在職４年を超え８年以下 56（57)/100

○納付金総額の８０％を退職時に給付

国会議員
；在職10年未満

・地方議員
；在職12年未満

在職４年を超え８年以下 ：56（57)/100
在職８年を超え12年未満 ：63（64)/100 

※括弧内は、H19.3.31以前の議員歴を有する者の場合

ＯＢ議員議員

年金 ○退職年金の支給継続
（平成18年改正前に比べ既に１０％削減済）

※ 年金算定基礎率 50/150 → 45/150

○退職年金の支給継続
（ただし、最大で１０％削減）

※ 年金算定基礎率 50/150 → 45/150

高額所得者に
対する措置

○高額所得の受給者の年金の支給停止措
置を強化
年金と前年の年金以外の所得（総所得金額ベース）との

合計額が６００万円を超えるときは、当該超える額の２分
の１に相当する額の年金の支給を停止

○高額所得の受給者の年金の支給停止措
置を強化

年金と前年の年金以外の所得（課税総所得金額ベー
ス）との合計額が７００万円を超えるときは、当該超える額
の２分の１に相当する額の年金の支給を停止の１に相当する額の年金の支給を停止

（年金停止額が年金の額を超える場合には、年金の支
給は全額停止）

の 分の に相当する額の年金の支給を停止

（年金停止額が年金の額を超える場合には、年金の支
給は全額停止）

ＯＢ議員の遺族 ○遺族年金の支給継続 ○遺族年金の支給継続
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地方議会議員年金制度の廃止に必要な費用について

（１）総額 ：１兆３ ３７７億円（H23～H81 約59年間での累計額）

廃止に必要な費用

（１）総額 ：１兆３，３７７億円（H23～H81 約59年間での累計額）
年金受給資格者（在職12年以上）の全員が年金給付を選択した場合

（２）単年度 ：約739億円（H23）～約526億（H33)～約290億（H43)～約107億（H53)～約20億（H63）～約1億（H73）

【単年度における公費の推移】
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